
労働災害防⽌計画 健康確保�

労働災害防⽌計画 �
 労働災害 減 、国、事業者、労働者
⽬指 ⽬標 取 組 重点事項 定 ５ 年
計画 。第14次労働災害防⽌計画 、2023年4
⽉ 。 数年、労働災害
死傷者数 増加 （図1）。計画 死傷災
害 2027年 減少 転 ⽬指
。計画 指標 新設 ⽬

引 。国 指標 ⽤ 計画 進捗状況
把握 、 指標 ⽤ 計画 実施事項 効果検証 ⾏ 。 、8 重点対策

、労働者 健康確保（ 、過重労働、産業保健活動） 。�

�
 精神障害 労災認定件数 、2022年度 過去最⾼ 。仕事 強 不安 感
労働者 割合 約5割 。⼩ 規模 事業場 対策 低調 。低調 理由

不⾜ 専⾨⼈材 不⾜ 挙 （図2）。計画 、実施事項 、
結果 集団分析 ⾏ 職場環境 改善 、職場 対策 挙

。 指標 、 対策 取 組 事業場80％以上、50⼈未満 ⼩規模事業
場 実施50％以上、 指標 、⾃分 仕事 職業⽣活 関 強 不
安、悩 、 労働者50％未満 掲 。�

過重労働�
 実施事項 、⻑時間労働者 医師 ⾯接指導 産業保健 相談⽀援 受

挙 。 指標 、企業 年次有給休暇 取得率70%以上、勤務間
制動導⼊ 企業15％以上、 指標 、週労働時間40時間以上 雇⽤者

、週労働時間60時間以上 雇⽤者5％以下 掲 。 指標 2025年 達成
。�

産業保健活動�
 労働者 約3⼈ 1⼈ 何 病気 抱 働 。定期健康診断 有所⾒率 50％
超 。治療 仕事 両⽴ 取組 事業場 約4割 。実施事項 、必要 産
業保健活動、両⽴⽀援 職場環境 整備 両⽴⽀援 活⽤ 挙 。

指標 、必要 産業保健 提供 事業場80％以上 掲 。�

労働者 健康確保対策 位置 �
 第14次労働災害防⽌計画 労働衛⽣ 関
主 重点対策 、労働者（中⾼年齢 ⼥性

中⼼ ） 作業⾏動 起因 労働災害、労働者
健康確保、化学物質等 健康障害 。最
近 労働災害 内容 変化 応 重点対策 思

。国 対策 産業保健対
策 可視化、 防⽌対策
周知、両⽴⽀援 更 活⽤
多 取組 ⽰ 、 指標
達成 寄与 期待 思 。�

（2023/12/10）
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図1 休業4日以上の死傷者数（新型コロナ感染
症によるものを除く）
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図2 メンタルヘルス対策に取り組ん
でいない理由（％）労働安全衛生調
査（実態調査） 2020


